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１ 概要 

子ども・若者を取り巻く社会環境は急速に変化しており、ひきこもりや若年

無業者（ニート）、ヤングケアラー等、生きづらさを抱える子ども・若者の課

題は複雑化・多様化している。 

このような状況の中、子ども・若者育成支援推進法第９条第２項に基づく、

「（仮称）文京区子ども・若者計画」（以下「子ども・若者計画」という。）を

策定し、これまで以上に子ども・若者の支援施策を推進する。 

なお、「子ども・若者育成支援推進法」に基づき国が策定した「子供・若者

育成支援推進大綱」における若者の定義を踏まえ、若者支援の対象を 39 歳ま

でとする。 

 

２ 計画の位置付け 

本区の福祉保健を推進するための基本となる総合計画である「地域福祉保健

計画」の分野別計画の１つである「子育て支援計画」に、「子ども・若者計画」

を内包する。 
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３ 計画期間等 

「子ども・若者計画」の計画期間は次期「子育て支援計画」の終期と合わ

せ、令和８年度から 11 年度までの４年間とする。 

また、こども基本法第 10 条第２項において、市町村は「こども大綱」（「都

道府県こども計画」が定められているときは、「こども大綱」及び「都道府県

こども計画」）を勘案して「市町村こども計画」の策定に努めることとされて

いる。「次期子育て支援計画」の中間年度見直しが令和９年度に当たることか

ら、９年度末、「子ども・若者計画」と「子育て支援計画」を統合し、一体な

冊子として「市町村こども計画」を策定する。 

 

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11 年度 12 年度 13 年度 14年度 

          

         

 

          

  

市町村こども計画 

保健医療計画 

前回計画 

２年度～６年度 

 

「文の京」総合戦略 

６年度～９年度 

次期子育て支援計画 
７年度～11 年度 

高齢者・介護保険事業計画 

地域福祉保健の推進計画 

障害者・児計画 

整

合 

「子ども・若者計画」部分 

８年度～11 年度 

調査 

６年度 

後半 

策定 

７年度 

（仮称）子どもの権利擁護に関する条例の制定 

中間年度見直し 

市町村こども計画 

一体化 
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４ 検討体制 

地域福祉保健計画その他福祉保健に関する基本的な計画に基づき、福祉、

保健、医療、住宅、まちづくり等の広範囲にわたる施策を、総合的及び体系

的に推進するために設置している「文京区地域福祉推進本部」及び「文京区

地域福祉推進本部幹事会」において、「子ども・若者計画」の策定に係る検討

を行う。 

さらに、本区の福祉保健の推進を図るために設置している「文京区地域福

祉推進協議会」の下に置かれた「子ども部会」を「（仮称）子ども・若者部

会」に改名し、若者支援に係る機関等を部会員等に加え、従来の子ども・子

育て支援のほか、子ども・若者支援に係る検討を行う。 

 

５ （仮称）若者の生活と意識に関する調査（以下「調査」という。）の概要 

⑴ 調査対象 区内在住の19歳から39歳までの者（基準日：令和７年１月１日） 

⑵ 調査方法 郵送で調査案内を送付し、原則インターネットで回答 

⑶ 調査期間 令和７年１～２月（予定） 

 

６ スケジュール（予定） 

令和６年 ８～９月 地域福祉推進協議会、９月定例議会 

（子ども・若者支援の推進について） 

 10 月 子ども・子育て会議兼地域福祉推進協議会（仮称）子ど

も・若者部会 

（子ども・若者支援の推進、調査の設問項目について） 

 11 月 地域福祉推進本部、地域福祉推進協議会、11 月定例議会       

（調査の設問項目について） 

令和７年 １～２月 調査の実施 

 ３月 調査の集計 

 ～ 子ども・若者計画の検討 

令和８年 ３月 子ども・若者計画の策定  


